
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８９

基盤研究(B)（一般）

2015～2012

グローバル化をめぐる国内政治過程の分析：計量分析から事例分析へ

A Study on Globalization and Domestic Politics: From Quantitative to Qualitative 
Research

３０１９５５２３研究者番号：

久米　郁男（Kume, Ikuo）

早稲田大学・政治経済学術院・教授

研究期間：

２４３３００４７

平成 年 月 日現在２８   ６ １４

円    13,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、グローバル化、とりわけ自由貿易がどのような国内政治的反応を生み出している
のかを、計量分析と事例分析による過程追跡の手法を結合することで実証的かつ総合的に解明することを目指した。そ
こでは、自由貿易協定の締結で日本に先行する韓国との比較及び日本国内における中央と地方でのTPPをめぐる政治過
程の比較を事例分析的に検証する一方、そこでの知見をサーベイ調査と国会議員候補者調査を利用して自由貿易がもた
らす「雇用不安」と「消費者利益」そして、自由貿易協定をめぐって論じられる外交戦略、とりわけ｢安全保障」とい
う要因が、貿易をめぐる政治過程に影響を与えることを実証し、そのメカニズムを解明した。

研究成果の概要（英文）：This study tried to investigate the ways in which globalization, especially 
deepening free trade, evoke various domestic responses and form domestic trade politics, using the case 
study method in combination with the quantitative analysis. We adopted two comparative case studies: We 
compare trade politics in Japan with South Korea, where free trade agreements have thrived, while we 
analyze how the politics of TPP played out at the national as well as the local politics levels. Based on 
the findings of the case study, we designed and conducted the internet survey experiments as well as the 
candidate surveys for the 2012 and 2014 Lower House Elections. We found expected employment concerns and 
consumer's benefit of the TPP played an important role in forming people's attitudes toward it. In 
addition, national security concerns framed within the real political discourse influence people's way of 
evaluating the TPP.
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１．研究開始当初の背景 
代表者は、平成２０年から基盤研究（A）「グ
ローバル化と国内政治」を組織して、政治家、
企業、労働組合などの政治アクターさらに有
権者の貿易自由化を含むグローバル化に対
する態度を有権者、政治家、企業などの政治
アクターへのサーベイ調査に基づき明らか
にしていたが、そこでの一般的な知見をより
具体的な政策過程に注目して、貿易自由化な
どグローバル化が国内の政治に影響を及ぼ
すメカニズムを体系的かつ具体的に解明す
ることを目指すための研究が必要と考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国境を越える貿易、投資、人間や
情報の移動の劇的な増大、すなわちグローバ
ル化が、どのような国内政治的反応を生み出
しているのかを、計量分析と事例分析による
過程追跡の手法を結合することで実証的か
つ総合的に解明することを目指した。 
	 第１は、研究代表者が分担者および研究協
力者と構築してきた有権者、企業、労働組合、
政治家がグローバル化の諸側面に対して持
つ態度に関する個々のサーベイデータの計
量分析を一歩進めて、それらアクター間の相
互作用を体系的に分析することであった。 
	 第２は、計量分析によって推定された変数
間の関係が、実際にはどのような因果メカニ
ズムを通して生じているのかを、インテンシ
ブなインタビュー調査や資料探索による事
例分析と日韓国際比較、そしてその知見を踏
まえたさらなるサーベイ調査を組み合わせ
て明らかにすることであった。 
 
３．研究の方法 
研究を進めるために採用した方法は、以下の
４つである。	
（1）すでに蓄積した政治家、企業、労組、
有権者という異なる対象に対するサーベイ
データと新たに行った有権者と政治家に対
するサーベイ調査を連結して、貿易自由化な
どグローバル化の進展がどのような政治過
程を生み出すかを計量分析を用いて分析す
る。	
	
（2）上記（1）によって得られる因果関係に
かかわる知見に基づき、事例研究的に過程追
跡を行うことで具体的なコンテクストの中
でそのような因果関係がいかに作動したか
を解明した。ここでは、国政レベルと地方政
治レベルで自由貿易、とりわけ環太平洋自由
貿易協定（TPP)をめぐって生じた政治過程の
分析が行われた。	
	
（3）上記（2）によって観察した政治過程を、
自由貿易協定の締結において日本に先行し
てきた韓国の政治過程との比較において分
析した。	
	
（4）上述の分析から得られた知見を踏まえ

て、新たなサーベイ調査実験、国会議員候補
者調査をより具体的な文脈において設計実
施し、貿易政治の具体的なメカニズムの解明
を行った。	
	
４．研究成果	
（1）本研究期間中、2回の総選挙が行われた。
我々は読売新聞社が行う全候補者へのアン
ケート調査の設計と実施に協力して、調査結
果データの分析を行った。そこでは、①2012
年と 2014 年総選挙のいずれにおいても、候
補者間の政策対立軸に TPP 争点が出現するこ
と（下図：縦軸が TPP 支持と公共事業重視の
対立軸であり、各ドットが候補者の政策位置
を示す）、②2014 年総選挙では外交政策にお
ける対米重視と TPP 支持がともに同じ方向で
重要な対立軸を構成していることが確認さ
れた。少なくとも、この研究期間中において
日本の政治を規定する重要な政策次元とし
て自由貿易をめぐる争点が存在しているこ
とを明らかにした。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
（2）過去の研究プロジェクトで蓄積したデ
ータの複合的分析をすすめて、国会議員は自
らの選挙区の有権者の平均的政策選好とは
必ずしも同じ政策選好を示さないが、グロー
バル化については選挙区民の選好と一致し
た選好を示すこと、小選挙区選出国会議員の
方が比例区選出国会議員より、有権者の平均
的意見に対して感応的であること等の知見
を確認した。	
	
（3）我々自身の先行研究において示された
企業の自由貿易に対する選好は、それ自身の
属性（業種、輸出依存度等）よりも所在地に
おける農業の比重や所在自治体の示す貿易
自由化への態度などによって強く影響され
ているとの知見をふまえて地方政治レベル
では、中央レベルとは異なる形で貿易自由化
をめぐる政治過程が展開していることを事
例研究的な手法で分担研究者の北山俊哉が
確認するとともに、研究分担者である曽我謙
悟が独自に収集した地方議員に対するサー
ベイデータを、我々のプロジェクトが持つ国
会議員と有権者へのサーベイデータと比較
して分析することで、異なるレベルにおける



グローバル化に対する態度のあり方及び政
党間対立の構造に違いがあることを明らか
にした。	
	
（4）自由貿易協定締結において、日本より
も先行している韓国を対象として、自由貿易
の進展がどのような国内的対立を生み、どの
ような形で解決されていったか、対外開放政
策と韓国の福祉国家体制の特徴と変化がど
のように関わってきたかを研究分担者の大
西裕が事例研究の手法で明らかにした。そこ
では、自由貿易の配分的帰結とそれへの福祉
政策による対応が重要であることが確認さ
れるとともに、東アジアにおける地政学的な
特徴、とりわけ中国の台頭とアメリカのアジ
アへのリバランス政策のなかで、安全保障の
関心が対米 FTA や中国との FTA の進め方に影
響しているとの知見が示された。	
	
（5）上記（4）の分析と日本における TPP を
めぐる政治的論争状況の事例分析を踏まえ
つつ、日韓の一般市民がグローバル化の諸側
面に対して持つ政策選好を明らかにするた
めにインターネット調査会社を利用して、イ
ンターネットサーベイを行い両国において
自由貿易への支持が、学歴、所得、性別、職
種などの属性によって同様に説明されるこ
とを確認した。加えて、中国の台頭とアメリ
カのリバランス政策という地政学的安全保
障環境の変化を踏まえ、安全保障刺激をラン
ダムに与える無作為割り当てネットサーベ
イ実験をデザインして、安全保障刺激が一般
有権者の自由貿易協定にどのような影響を
及ぼすかを検証した。	
	 その結果、国際政治経済学において国家間
交渉レベルで成立すると考えられる
Security	Externality（同盟国間にある二国
間で安全保障上の利益から自由貿易協定が
結ばれる）仮説は、下図の示すように、中国
脅威という刺激を与えても、TPP 支持（1 が
支持、5 が不支持）に変化を生まず、一般有
権者レベルでは必ずしもそのようなミクロ
的基礎を持っていないことが示された。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 しかし、他方で、安全保障問題が有権者に
意識されると個人的な利得に基づく意見形
成が、より社会的な利益を考えての意見形成
へと変容するダイナミズムを日韓両国で確

認することが出来た。このことは、従来の
Security	Externality仮説の再構築を求める
貢献である。	
	
（6）日韓の貿易政治をめぐる事例研究分析
から、自由貿易への有権者の支持は、自由貿
易がもたらす雇用不安・労働条件悪化懸念に
より大きく損なわれることが推測された。他
方、我々の先行研究からは、自由貿易が消費
者にもたらす利益が意識されると自由貿易
への支持が増加することが明らかになって
いた。しかし、従来の貿易についての政治学
的研究では、雇用・労働条件に関する利害が、
自由貿易支持を決める要因として重視され、
消費者利益は正面から分析されてこなかっ
た。	
	 このような分析結果の違いを踏まえて、有
権者の貿易自由化への態度形成をより体系
的に分析するため消費生活と雇用条件をそ
れぞれランダムにプライミングするととも
に、その両プライミングを順序を変えて行う
ことで、消費者利益がどの程度雇用不安を解
消するかを分析し、その結果を国際学会で報
告した。	
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